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■景気悪化が労働市場に波及 

マレーシアの2020年5月の輸出は前年同月比▲25.5％と4月（同▲23.9％）に続く大幅マイナスとなっ

た。石油製品等資源関連輸出が大きく落ち込んだうえ、世界需要の低迷により電気製品輸出も低迷が続

いた。これに引きずられる形で 5 月の鉱工業生産は同▲22.1％と 4 月（同▲32.0％）に続いて二桁での

マイナスとなった。新型コロナ感染拡大による景気の落ち込みは、労働市場にも深刻な影響を与えてい

る。5 月の失業率は 5.3％と、年初の 3.2％から大幅に上昇し、リーマン・ショック時の最大値 4.1％（2009

年 2 月）を 1.2％ポイントも上回っている。 

 

■「国家経済回復計画」を発表 

 こうしたなかマレーシア政府は、6 月 5 日に「国家経済回復計画（PENJANA）」と題した総額 390

億リンギ（GDP 比 2.6％）の追加景気刺激策を発表し、実行に移している（下表）。 

 PENJANA は①失業・雇用対策、②企業活動の推進、③消費刺激・デジタル化推進の三つの柱から構

成されている。なかでも、マレーシア政府が力を入れているのが、①失業・雇用対策である。実際、従

業員の雇用維持等を条件に従業員一人当たり 600 リンギを支給する賃金助成プログラムの 3 ヵ月間延長

に、53 億リンギと最も大きな予算を割り当てている。これには、ムヒディン政権が世論を無視できない

という事情も反映されているようである。マハティール前首相の突然の辞任によって 3 月に急遽発足し、

選挙を経ていない同政権に対して、正統性に疑義を呈する声は少なくない。もともと、民族間所得格差

や外国人労働者等で国民は失業問題に敏感なため、失業対策に手厚い措置をすることで、国民の支持を

獲得し、脆弱な政権基盤の安定化を意図していると考えられる。 

 しかし、こうした政策にもかかわらず、年後半に失業率がさらに上昇するとの懸念が大きい。

PENJANA 前から実施されている融資返済猶予措置の期限は 2020 年 9 月末であり、10 月以降も経済の

回復が緩慢であれば、多くの企業が人員削減に迫られる可能性がある。返済猶予措置を延長するとの見

方もあるが、猶予が長期に及ぶ場合、銀行の貸出債権が不良債権化すれば、最終的に財政負担を強いら

れる。これまでの新型コロナ対策で2020年の財政赤字が対GDP比で6％近くに達するとみられるなか、

追加の歳出余力は限られている。労働市場の悪化が続くことで、ムヒディン政権の基盤がさらに弱体化

する可能性には注意する必要があろう。 
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・インターネット環境整備（30億リンギ） ・納税遅延に伴う罰金の軽減（24億リンギ） ・国内観光促進策（18億リンギ）

・賃金助成プログラムの延長（53億リンギ） ・中小企業向け低利融資基金（20億リンギ） ・デジタル化促進ファンド（12億リンギ）

・職業訓練プログラム（20億リンギ） ・減税等不動産購入支援（10億リンギ）

・雇用助成金（15億リンギ） ・減税等自動車購入支援（9億リンギ）

・在宅勤務支援制度（8億リンギ） ・観光セクター向け支援基金（10億リンギ） ・キャッシュレス決済の推進（7.5億リンギ）

等 等 等

（出所）マレーシア財務省「Pelan Jana Semula Ekonomi Negara」を基に日本総研作成

・公共事業を請け負った中小企業向け
　資金援助制度（16億リンギ）

＜国家経済回復計画の主な内容＞

総額　390億リンギ（対GDP比2.6％相当）

①失業・雇用対策 ②企業活動の推進 ③消費刺激・デジタル化推進


